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（介護予防）短期入所生活介護契約書 

ショートステイ サンクス柿崎 

 

この契約書は、        様（これ以降「利用者」と略します。）と社会福祉法人 みん

なでいきる（これ以降「事業者」と略します。）との間に（介護予防）短期入所生活介護サービス

を実施するための取り決めを行なうために作成します。 

 

（契約の目的） 

第１条 事業者は、介護保険法及びそのほか関係する法令並びにこの契約に従い、利用者 

が可能な限り居宅において、その心身の状態や有する能力に応じ、自立した日常生活 

を営むことができるよう、サービスを提供します。 

なお、利用して頂く事業所は次のところです。 

事業所名：ショ－トステイ サンクス柿崎 

所 在 地：新潟県上越市柿崎区柿崎字あけぼの６４４番地８ 

 

（契約期間） 

第２条 この契約の契約期間は次のとおりとします。 

契約の開始日  令和  年  月  日 

契約の満了日  利用者の要介護（又は要支援）認定の有効期間の満了日 

（令和  年  月  日） 

２ 契約満了の７日前までに、利用者又はその家族から契約を終わらせようとする申し出が

無い場合、契約は自動的に更新されます。 

 

（介護保険給付対象サービス） 

第３条 事業者は、介護保険給付対象サービスとして、事業者が事業所において、利用者

に対して、日常生活上の世話等を提供するものとします。 

 

（介護保険給付対象外のサービス） 

第４条 事業者は利用者との合意に基づき、介護保険給付の支給限度額を超える短期入所

介護サービスを提供するものとします。 

２ 事業者は利用者との合意に基づき、介護保険給付の支給限度額を超える介護

予防短期入所生活介護サービスを提供するものとします。 

３ 事業者は第1.2項に定める各種のサービスの提供について、必要に応じて

利用者の家族等に対してもわかりやすく説明するものとします。 
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（運営規程の遵守） 

第５条 事業者は、別に定める運営規程に従い、必要な人員を配置して、利用者に対して、

本契約に基づくサービスを提供するとともに、建物及び付帯施設の維持管理を行う

ものとします。 

２ 本契約における運営規程については、本契約に付随するものとして、事業

者、利用者ともに遵守するものとし、事業者がこれを変更する場合は、利用

者に対して事前に説明することとします。 

３ 利用者は、前項の変更に同意することができない場合には、本契約を解約

することができます。 

 

（利用料金及びその滞納など） 

第６条 この契約に関わる利用料金は、「契約書別紙｣のとおりです。 

２ 利用者は要介護度に応じて第３条に定めるサービスを受け、「契約書別紙」

重要事項説明書に定める所定の料金体系に基づいたサービス料金から介護

保険給付額を差し引いた差額分（自己負担分：通常はサービス料金の１～３

割）を事業者に支払うものとします。 

３ 前項の他、利用者は食事代と居住費等利用者の日常生活上必要となる諸

費用実費を事業者に支払うものとします。 

４ 利用者又はその家族が正当な理由なく、事業者に支払うべき利用料金を２か月分滞納し、

その支払いを督促しても１０日以内に支払われない場合、事業者は契約を解約することが

できます。 

５ 第４項に定める解約を行った場合は、事業者は居宅サービス計画を作成した居宅介護支

援事業者又は介護予防サービス計画を作成した介護予防支援事業者へその旨を連絡します。 

 

（利用料金の納入） 

第７条 前条に定める利用料金については、利用者又はその家族が指定する送付先に対し、当月

料金の合計額の請求書及び明細書を翌月１５日迄に利用者に送付通知し、利用者 

又はその家族は、事業者に対し当該合計額を支払う事とします。 

２ 支払方法は、金融機関口座自動引落（引落し日：地域ネットは毎月２０日・全国ネット

は毎月２７日、金融機関が休業日の場合は翌営業日）とし、利用者又はその家族が選ぶ事

ができます。 

３ 利用料金の受領に関わる領収書等については、利用料金のお支払いを受けた後に差 

し上げます。 
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（利用料金の変更） 

第８条 第６条第２項に定めるサービス利用料金について、介護給付費体系の変更が

あった場合、事業所は当該サービスの利用料金を変更する事ができるものとし

ます。 

２ 第６条第３項に定めるサービス利用料金については、経済状況の著しい変化そ

の他やむを得ない事由がある場合、事業者は、利用者に対して、変更を行う日の

２か月前までに説明したうえで、当該サービスの利用料金を相当な額に変更する

ことできます。 

３ 利用者は、前項の変更に同意することができない場合には、本契約を解約する

ことができます。 

 

（事業者及びサービス従事者の義務） 

第９条 事業者及び従業者は、サービスの提供にあたって、利用者の生命、 

身体、財産の安全・確保に配慮するものとします。 

２ 事業者は利用者の体調・健康状態からみて必要な場合には、事業所の嘱託医ま

たは看護職員もしくは在宅主治医と連携し、契約者からの聴取・確認のうえでサ

ービスを実施するものとします。 

３ 事業者は、非常災害に関する具体的計画を策定するとともに、非常災害に備え

るため、定期的避難、救出その他必要な訓練を行うものとします。 

４ 事業者は、利用者に対する（介護予防）短期入所生活介護サービスの提供につ

いて記録を作成し、それを５年間保管し、利用者もしくはその身元引受人等関係

者（以下「利用者等」と言い換えます。）の請求に応じてこれを閲覧させ、複写物

を交付するものとします。 

５ 事業者は、サービス提供時において、利用者に病状の急変が生じた場合その

他必要な場合は、速やかに関係者等への連絡を行うなどの必要な措置を講じる

ものとします。 

 

（守秘義務等） 

第１０条 事業者及びその従業者は、サービスを提供する上で知り得た利用者及び利用者

等に関する事項を正当な理由無く第三者に漏洩しません。またこの守秘義務は、

就業中はもとより、離職後も課すものとします。また、本契約が終了した後も継

続します。 

 

（個人情報保護等） 

第１１条 事業者及びその従業者は、当法人の個人情報保護方針に基づき、業務上知り得た利用

者又は利用者等に関する個人情報の利用について、適切に取り扱います。また正当な理

由なく第三者に漏らしません。但し、例外として次の各号については、法令上、介護関

係事業者が行うべき義務として明記されていることから、情報提供を行なうこととしま

す。 

 

 



6 

 

① サービス提供困難時の事業者間の連絡、紹介等 

② 居宅介護支援事業所等との連携 

③ 利用者が偽りその他不正な行為によって保険給付を受けている場合等の市町村への通知 

④ 利用者に病状の急変が生じた場合等の主治の医師への連絡等 

⑤ 生命・身体の保護のため必要な場合（災害時において安否確認情報を行政に提供する場

合等） 

２ 前項に掲げる事項は、利用終了後も同様の取扱とします。 

 

（利用者の施設利用上の注意義務等） 

第１２条 利用者は、事業所の施設、設備、敷地をその本来の用途に従って、利用するも

のとします。 

２ 利用者は、事業所の施設、設備について、故意または重大な過失により滅失、破

損、汚損もしくは変更した場合には、自己の費用により現状に復するか、または相

当の代価を支払うものとします。 

３ 利用者の心身の状況等により特段の配慮が必要な場合には、利用者及び利用者等

と事業者との協議により、施設、設備の利用方法等を決定するものとします。 

 

（禁止行為） 

第１３条 利用者は、施設内で次の各号に該当する行為してはいけません。 

１ 決められた場所以外での喫煙・飲酒・飲食等 

２ 従業者又は他の利用者に対し、ハラスメントその他の迷惑行為を行うこと 

３ 施設内での金銭及び食物等のやりとり 

４ 従業者に対する贈物や飲食のもてなし 

５ 従業者及び他の利用者に対する身体的・精神的暴力を行うこと 

６ その他決められた以外の物の持ち込み 

 

（損害賠償責任） 

第１４条 事業者は、本契約に基づくサービスの実施にともなって、自己の責に帰すべき事由に

より利用者又は利用者等に生じた損害について賠償する責任を負います。第 11条に定め

る守秘義務に違反した場合も同様とします。ただし、損害の発生について、利用者又は

利用者等に故意又は過失が認められた場合や、利用者の置かれた心身の状況を斟酌して

相当と認められる場合などには、損害賠償責任を減じる事ができるものとします。 

 

（損害賠償がなされない場合） 

第１５条 事業者は、自己の責に帰すべき事由がない限り、損害賠償責任を負いません。とりわ

け以下の各号に該当する場合には、施設は損害賠償責任を免れます。 

１ 利用者又は利用者等が、契約締結時に利用者の心身の状況及び病歴等の重要事項について、

故意にこれを告げず、又は不実の告知を行ったことに起因して損害が発生した場合 

 

２ 利用者又は利用者等が利用者へのサービスの実施に当たって必要な事項に関する聴取・確認

に対して故意にこれを告げず、又は不実の告知を行った事に起因して損害が発生した場合 
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３ 利用者の急激な体調の変化等、施設の実施したサービスを原因としない事由に起因して損害

が発生した場合 

４ 利用者又は利用者等が、施設又は従業者の指示・依頼に反して行った行為に起因して損害が

発生した場合 

 

（施設の責任によらない事由によるサービスの実施不能） 

第１６条 施設は、契約の有効期間中、地震・水害等の災害その他自己の責に帰すべからざる事

由によりサービスの実施ができなくなった場合には、利用者に対して当該サービスを提

供すべき義務を負いません。 

２ 前項の場合に、事業者は、契約者に対して、既に実施したサービスについては所定の

サービス利用料金の支払いを請求できるものとします。 

 

（契約の終了事由） 

第１７条 利用者は、以下の各号に該当する場合には契約を終了するものとします。 

一、利用者が死亡した場合 

二、要介護認定により利用者の心身の状況が自立又は要支援と判定された場合。 

（短期入所生活介護） 

三、要支援認定により利用者の心身の状況が自立又は要介護と判定された場合。 

（介護予防短期入所生活介護） 

四 前項二、三の条件を満たす事により、契約の終了となるものとします。ただし、条件

を満たした後も引き続き当事業者を利用する明確な意向が確認でき、且つ契約期間満了

の２日前までに利用者から契約終了の申し入れが無い場合には、本契約は利用者の要介

護度又は要支援度に準じた条件で更新されるものとし、以後も同様とします。 

五 事業者が解散命令を受けた場合、破産した場合またはやむを得ない事由により事業所を閉

鎖した場合 

六 施設の滅失や重大な損によりサービスの提供が不可能になった場合、事業所が介護保険の指

定を取り消された場合又は指定を辞退した場合又は第１８条から第１９条に基づき本契約が

解約又は解除された場合 

２ 事業者は、前項第一号を除く各号により本契約が終了する場合には、利用者の心身

状況、置かれている環境等を勘案し、必要な援助を行うよう努めるものとします。 

 

（利用者又は利用者等からの中途解約等） 

第１８条 利用者又は利用者等は、本契約の有効期間中、本契約を解約することができます。こ

の場合には、利用者又は利用者等は契約終了を希望する日の７日前までに施設に通知す

るものとします。  

２ 利用者又は利用者等は、第５条第４項、第８条第３項の場合及び利用者が入院した場合には、

本契約を即時に解約することができます。 

 

 

３ 利用者又は利用者等が第１項の通知を行わずに、利用者が居室から退去した場合には、施設

は利用者又は利用者等の解約の意思を確認するものとします。 
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４ 前項において、利用者又は利用者等が解約の意思を表明した場合、その意志を表した日をも

って、本契約は解約されたものとします。 

 

（施設からの契約解除） 

第１９条 事業者は、利用者又は利用者等が以下の事項に該当する場合には、本契約を解除する

ことができます。 

２ 利用者又は利用者等が、契約締結時に利用者の心身の状況及び病歴等の重要事項について、

故意にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を生

じさせた場合 

３ 利用者又は利用者等による、第７条に定めるサービス利用料金の支払いが３カ月以上遅延し

１カ月以上の期間を定めて催告したにも関わらず期間内に支払われない場合 

４ 利用者又は利用者等が以下の内容にあたる場合及び本契約を継続しがたい重要な事情を生じ

させた場合 

  ・故意又は重大な過失により施設又は従業者若しくは他の利用者等の生命・身体・財物・信

用等を傷つけた場合 

・著しい不信行為を行った場合 

・施設の禁止行為を行い、改めるよう告知したにも関わらず、応じない場合 

・自傷行為や無断での外出・外泊などを行い、改めるよう告知したにも関わらず、応じない

場合 

５ 次のいずれかに該当することにより、（介護予防）短期入所生活介護サービスを提供すること

が出来なくなったとき 

  ・利用者がグループホーム、小規模多機能施設等他の介護施設に入所したとき 

・利用者の要介護認定区分が自立と認定された場合 

・利用者が死亡したとき 

・天災・災害・事業所設備の故障その他やむを得ない理由により、事業所が利用できない場

合 

６ その他、事業者においてサービスの提供の継続が困難であると見込まれる場合 

７ 前項の規定による契約の終了後、退所までに施設が利用者に対して実施したサービスの利用

料金については、全額利用者又は利用者等の負担とします。 

 

（清算） 

第２０条 第17条第１項第一号から第六号により本契約が終了した場合において、契約者

が、すでに実施されたサービスに対する利用料金支払義務、その他の条項に基づく義務を

従事者に対して負担しているときは、契約終了日から１週間以内に積算するものとします。 

 

（苦情対応） 

第２１条 利用者又は利用者等から、提供されたサービスに苦情がある場合は、「契約書別紙（兼

重要事項説明書）」に記載された事業者の相談窓口及び関係機関に対して、何時いかなる

ときでも苦情を申立てることができます。 

２ 事業者は、提供したサービスについて、利用者等から苦情があった場合は、迅速かつ誠実に

対応し、サービスの向上及び改善に努めます。 
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３ 事業者は、利用者等が苦情申立てを行った場合、これを理由としていかなる不利益な扱いも

いたしません。 

 

（身体拘束の禁止） 

第２２条 事業者は、利用者の生命又は身体を保護するため、緊急やむを得ない場合を除き、利

用者について隔離、身体的拘束、薬剤投与その他の方法により、行動の制限を致しませ

ん。 

２ 事業者が利用者について隔離、身体的拘束、薬剤投与その他の方法により、その行動を制限

する場合は、利用者に対し事前に行動を制限する理由、手段や内容又は期間についてあらかじ

め十分に説明します。 

また、この場合事業者は、利用者等に対しあらかじめ行動を制限する理由、手段や内容又は期

間について十分に説明いたします。事前の説明が間に合わなかった場合にあっても、事後直ち

に説明を行います。 

上記については、「身体拘束同意書」に記載して頂きます。 

３ 事業者は、利用者について隔離、身体的拘束、薬剤投与その他の方法によりその行動を制限

する場合は、嘱託医又は在宅主治医の意見を聞き、恣意的な判断を避けるよう努力します。 

４ 事業者は、利用者について隔離、身体的拘束、薬剤投与その他の方法によりその行動を制限

する措置をとった場合は、その措置をとるに至った経過、事業者内における検討の過程及び結

果、嘱託医又は在宅主治医の意見、利用者及び利用者等対する説明の概要などについて記録し、

その完結の日から５年間は適正に保管します。 

５ 隔離、身体的拘束、薬剤投与その他の方法により、その行動を制限した利用者については、

早急に（介護予防）短期入所生活介護サービス計画を見直し、以降同様の措置を講じないよう

努めます。 

 

（事故発生時の対応） 

第２３条 事故が発生した場合、発見者は直ちに関係職員並びに管理者に連絡を行い、状況 

及び様態を確認判断し、速やかに事故発生時の対応マニュアルに沿って医療機関（主治

医）、家族、又は消防署、警察等各方面への連絡を行います。 

２ 必ず利用者等に連絡し説明を行う。その場合は状況や経過説明を明確に行い、必に応じ現場

確認や管理者より詳細説明及びカルテ等の開示を行います。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第２４条 当施設は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため、以下に掲

げる事項を実施する。 

 

 

１ 虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるも

のとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底を図る。 

２ 虐待防止のための指針を整備する。 

３ 虐待を防止するための定期的な研修を実施する。 

４ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を設置する。 
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（契約外条項） 

第２５条 介護保険法及びそのほかの関係する法令並びにこの契約書に定めのない事項について

は、利用者と事業者の協議により定めることとします。 

 

上記の通り（介護予防）短期入所生活介護サービスに関する契約(｢契約書別紙｣の内容含む)を結

びます。 

上記の契約を証する為、本書２通を作成し、利用者及び事業者が署名捺印の上、それぞ 

れ１通ずつ保有するものとします。 
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契約締結日     令和   年   月   日 

 

 

契約者氏名 

     （事業者）住  所： 新潟県上越市柿崎区柿崎字あけぼの６４４番地８ 

事業者名： 社会福祉法人 みんなでいきる 

「ショートステイ サンクス柿崎」 

代表者名： 管理者（施設長） 太田 靖     印   

 

（利用者）住  所：                        

氏  名：                   印     

 

（署名代行者）住  所：                     

本人との続柄 

氏  名：                   印    

 

（身元引受人）住  所：                      

氏  名：                    印    

 

（家族代表） 

第１１条に定める利用者の家族の個人情報の使用について同意します。 

住  所：                            

氏  名：                    印    
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【契約書別紙】（兼重要事項説明書） 

（介護予防）短期入所生活介護サービス説明事項 

（新潟県指定 第 1570303378 号） 

 

当事業所では、ご契約者に対して（介護予防）短期入所生活介護を提供します。施設の概要や提

供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたい事項について説明いたします。 

当事業所のご利用は、原則として要介護認定の結果「要支援」「要介護」と認定された方が対象と

なります。 

 

１．事業者の概要 

事 業 所 ： 社会福祉法人 みんなでいきる 

「ショ－トステイ サンクス柿崎」 

所 在 地 ： 〒949－3216 上越市柿崎区柿崎字あけぼの６４４番地８ 

電話番号 ： ０２５－５３５－２５１０ 

ＦＡＸ  ： ０２５－５３５－２５１１ 

開設年月 ： 平成 25 年 4 月 

サービス ： （介護予防）短期入所生活介護  

指定番号 ： （新潟県 1570303378 号） 

利用定員 ： 定員４０人（１日あたり） 

通常送迎地域：上越市、柏崎市 

 

２．（介護予防）短期入所生活介護の内容 

サービス内容：当指定短期入所生活介護（ショートステイ）は、ご契約者（利用者）に対

し、介護保険法令の主旨に従ってご契約者が可能な限りその居宅において、

その有する能力に応じた自立した日常生活を営むことができるよう、日常

生活上必要な援助および機能訓練等を行い、ご契約者の社会的孤立感の解

消および心身機能の維持、向上並びにご契約者のご家族の  身体的・精神

的負担の軽減を図ることを目的とし、（介護予防）短期入所生活介護を提供

するものです。 

 

利 用 日 程 ：令和  年  月  日～令和  年  月  日 

入所時間        時      分 

退所時間        時      分 
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３．職員体制 

（１） 各職種の勤務体制  

  当事業所では、（介護予防）短期入所生活介護サービスを提供する職員として、以下のとおり配

置しています。  

    ※職員の配置については、指定基準を遵守しています。  

 

職     種 

 

 

指定基準 

 

 

常 勤 

 

 

非常勤 

 

 

勤 務 時 間 

 

管理者  

（通所管理者兼務） 
１名  １名  ０名  日勤   ８：３０～１７：３０ 

生活相談員  １名  ２名  ０名  

日勤   ８：００～１７：００ 

日勤   ８：３０～１７：３０ 

介護職員  １４名  １２名  ４名  

早番   ７：３０～１６：３０ 

日勤  ８：００～１７：００ 

遅番  １０：３０～１９：３０ 

夜勤  １６：３０～９：３０ 

看護職員  1 名  ２名  ０名  
早番  ８：００～１７：００ 

日勤  ８：３０～１７：３０  

機能訓練指導員  １名  １名  ０名  日勤  ８：３０～１７：３０  

栄養士  １名  １名  ０名  日勤  ８：３０～１７：３０  

医師  1 名  ０名  1 名  毎月第１、３ 金曜日往診  

  

４．施設サービスと利用料金 

（１）サービスの概要 

① 送 迎（介護予防）短期入所生活介護 

※ ただし、年末年始等事情によりご家族様による送迎をお願いする場合があります。 

その際には事前にお知らせをいたします。 

  ② 食 事（介護予防）短期入所生活介護 

   ③ 入 浴（介護予防）短期入所生活介護 

④ 排 泄（介護予防）短期入所生活介護   

※ 一般浴槽・特殊浴槽（健康状態、身体状況に合わせての提供となります） 

⑤ 機能訓練（介護予防）短期入所生活介護 
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（２）利用料金 

＊介護保険負担割合 

下記の料金は１割負担のものです。合計所得金額によっては２割または３割負担の場合があ

ります。市から交付された負担割合証の割合により料金は異なりますので、ご了承ください。

ただし、介護保険給付の支給限度額を超えてサービスを利用する場合、超えた額の全額をご負

担いただきます。 

 

① 短期入所生活介護の利用料金（１割負担） 

介 護 度 
１日当たりの自己負担分 

従来型個室・多床室 従来型個室・多床室 従来型個室・多床室 

  31～60日利用 61日以上利用 

要 介 護 1 ６４５円 ６１５円 ５８９円 

要 介 護 2 ７１５円 ６８５円 ６５９円 

要 介 護 3 ７８７円 ７５７円 ７３２円 

要 介 護 4 ８５６円 ８２６円 ８０２円 

要 介 護 5 ９２６円 ８９６円 ８７１円 

 

【加算・減算】以下の要件を満たす場合、上記の基本部分に以下の料金が加算・減算されます。 

加減算の種類 加減算の要件 加減算額 

若年性認知症利用者受入加算 
若年性認知症利用者へサービス提供した場

合 
１２０円／日 

認知症行動・心理症状緊急対応加算 

認知症の行動・心理状態が認められ、緊急に

短期入所生活介護が必要と医師が判断した

利用者へサービス提供した場合 

２００円／日 

看護体制加算（Ⅰ） 常勤看護師を 1 名以上配置した場合 ４円／日 

送迎加算 送迎を行った場合  １８４円／片道 

療養食加算 要件を満たした上で療養食を提供した場合 
  ８円／回 

（１日３回限度） 

緊急短期入所受入加算 要件を満たした上で緊急に受入れた場合   ９０円／日 

サービス提供体制強化加算（Ⅲ） 当該加算の体制・人材要件を満たした場合   ６円／日 

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） 当該加算の算定要件を満たす場合※ 

１月の利用料金 

（基本部分＋各種加

算減算の１３．６％） 

長期利用者に対する短期入所生活介護 

連続して 30 日を超えて同一の指定短期入所

生活介護事業所に入所している利用者にサ

ービスを提供した場合 

上記１日当たりの自

己負担分を参照願い

ます。 

連続して 60 日を超えて同一の短期入所生活

介護事業所に入所している利用者にサービ

スを提供した場合 

上記１日当たりの自

己負担分を参照願い

ます。 

※当該加算は区分支給限度額の算定対象から除かれます。 
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②介護予防短期入所生活介護の利用料金（１割負担） 

【基本部分】単独型介護予防短期入所生活介護費 

介 護 度 
１日当たりの自己負担分 

従来型個室・多床室 従来型個室・多床室 

  連続して 31日以上利用 

要 支 援 １  ４７９円 ４４２円 

要 支 援 ２  ５９６円 ５４８円 

 

 

【加算】 

以下の要件を満たす場合、上記の基本部分に以下の料金が加算されます。 

加算の種類 加算の要件 加算額 

若年性認知症利用者受入加算 
若年性認知症利用者へサービス提供した

場合 
１２０円／日 

認知症行動・心理症状緊急対応加算 

認知症の行動・心理状態が認められ、緊急

に短期入所生活介護が必要と医師が判断

した利用者へサービス提供した場合 

２００円／日 

送迎加算 送迎を行った場合  １８４円／片道 

療養食加算 
要件を満たした上で療養食を提供した場

合 

  ８円／回 

（１日３回限度） 

サービス提供体制強化加算（Ⅲ） 当該加算の体制・人材要件を満たした場合   ６円／日 

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） 当該加算の算定要件を満たす場合※ 

１月の利用料金 

（基本部分＋各種加算減

算の１３．６％） 

長期利用者に対する介護予防短期入所

生活介護 

連続して 30 日を超えて同一の指定短期入

所生活介護事業所に入所している利用者

にサービスを提供した場合 

上記１日当たりの自己負

担分を参照願います。 

※当該加算は区分支給限度額の算定対象から除かれます。 

 

※介護保険負担割合 

上記の料金は１割負担でのものです。合計所得金額によっては２割または３割負担の場合が

あります。市から交付された負担割合証の割合により料金は異なりますので、ご了承ください。 
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③ 食費（全額負担） 

段 階 １日当たりの自己負担分 

 食 費 （第１段階認定利用者）    ３００円 

 食 費 （第２段階認定利用者）    ６００円 

 食 費 （第３段階①認定利用者）  １，０００円 

 食 費 （第３段階②認定利用者）  １，３００円 

 食 費 （第４段階認定利用者） 

朝 食 ５５０円 

昼 食 ７００円 

夕 食 ６００円 

※ 第１段階～第３段階の認定者は「介護保険負担限度額認定証」記載の食事負担限度額の料金です。 

 

④ 滞在費（全額負担） 

段 階 
１日当たりの自己負担分 

従来型個室 従来型多床室 

滞 在 費（第１段階認定利用者）   ３８０円   ０円 

滞 在 費（第２段階認定利用者）   ４８０円 ４３０円 

滞 在 費（第３段階①認定利用者）   ８８０円 ４３０円 

滞 在 費（第３段階②認定利用者）   ８８０円 ４３０円 

滞 在 費（第４段階認定利用者） １，３７１円 １，０５５円 

    ※ 食費・滞在費の利用者負担は市町村への申請による所得状況で第１～第４段階に分けられる 「介

護保険負担限度額認定証」により負担軽減策が設けられます。 

 

⑤ その他の利用料（全額負担） 

教 養 娯 楽 費     ※１ １００円／日 

電化製品コンセント使用料 携帯電話：30 円/日、その他：110 円/日 

行  事  食 実  費 

理 美 容 費 実  費 

領 収 書 再 発 行 ５００円 

※１：教養娯楽費…レクリエーション等で使用するもの（各種材料、教材、遊具、CD、DVD、図書等） 

 

５．（介護予防）短期入所生活介護の中止 

（１）利用日以前の中止 

利用開始前にお客様の都合でサービスを中止する場合は、下記のキャンセル料がかかり

ます。 

１ 利用日の前日午後５時までにご連絡いただいた場合 無 料 

２ 利用日の前日午後５時までにご連絡が無かった場合 １日の基本料金の５０％と滞在費  

（※１） 

※１：滞在費は１，３７１円と致します。 

※支払方法 ： 契約書第４条（利用料金の納入）の内容によりご請求をさせて頂きます。 
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（２）利用期間中の中止 

以下の事由に該当する場合は、利用期間中でもサービスを中止し、退所して頂く場合も

ありますのでご了承ください。 

〇 利用者が退所を希望した場合 

〇 入所日の健康チェックの結果、体調が悪かった場合 

〇 利用中に急な発熱等体調が悪くなった場合 

〇 他の利用者の生命または、健康に重大な影響を与える行為があった場合 

上記の場合は、御家族または緊急連絡先に連絡すると共に必要な措置を講じます。 

 

６．緊急時における対応 

利用者の体調や容態の急変、その他緊急事態が生じた場合は、速やかに下記の主治医及び

家族等へ連絡を行う等、必要な措置を講じます。 

主 治 医 

医療機関名  

主 治 医 名   

電 話 番 号   

① 緊急連絡先 

氏 名  続柄  

電 話 番 号   

② 緊急連絡先 

氏 名  続柄  

電 話 番 号   

 

７．相談、要望、苦情等の窓口 

（介護予防）短期入所生活介護に関する相談、要望、苦情等はサービス提供責任者又は、

下記窓口までお申し下さい。 

 

☆苦 情 及 び 相 談 窓 口 ☆ 

TEL ０２５（５３５）２５１０ ・ FAX ０２５（５３５）２５１１ 

受付時間： 月～金曜日 午前８：３０～午後５：００ 

担 当 者： 生活相談員（大圖綾香・仙田妃葉里） 

管理者（太田靖）   

※ご不明な点は何でもお尋ね下さい。 

サービス内容に関する苦情は 

当事業所以外に、市区の相談・苦情窓口、新潟県国民健康保険団体連合会等に苦情を伝

えることが出来ます。 

上越市高齢者支援課     ：電話 ０２５（５２６）５１１１ 

柏崎市役所介護高齢課    ：電話 ０２５７（２１）２２２８ 

新潟県国民健康保険団体連合会：電話 ０２５（２８５）３０２２ 
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８．サービス利用にあたっての留意事項 

（１）利用者様のサービス計画に従ったサービス提供をするようにいたします。 

 

（２）その他概要 

施設内カメラ設置（予定） 
安全・保安上の理由で施設内にカメラを設置する検討をしています。 

設置となった場合には、プライバシー保護に最大限努めます。 

来訪・面会 感染症対策の為、管内（上越市等）の状況に合わせて対応しております。 

外部医療機関受診 

（緊急） 

利用者が外部の医療機関に夜間等緊急で受診する場合は、当施設職員で

付き添いします。入院等になった場合は身元引受人、その他ご家族等の

来院もしくは、医療機関への連絡をお願いします。 

外部医療機関受診 

（定期） 

定期的な外部受診の付き添いは身元引受人、その他ご家族等でお願いし

ます。 

体調等について 

ご利用前に、体調や容体の急変などによりサービスを利用できなくなっ

たときは、できる限り早めに担当の介護支援専門員（又は地域包括支援

センター）又は当事業所の担当者へご連絡ください。 

居室・設備・器具の利用 

施設内の居室や設備、器具は本来の用法に従ってご利用ください，これ

に反したご利用により破損等が生じた場合、弁償していただくことがご

ざいます。火気の取り扱いは行わないでください。 

迷惑行為等 
騒音等他の利用者の迷惑になる行為はご遠慮願います。また、他の入所

者の許可なく、その居室等に立ち入らないようにしてください 

喫煙 
施設内は全面禁煙となっております。 

喫煙は、防災上 固くお断りいたします。 

食品の持ち込み 食品衛生上 原則禁止とさせていただいております。 

所持品の管理 

原則利用者の方が管理できる物品をお持ちください。 

また、金品等貴重品の持ち込みはご遠慮ください。 

（紛失・破損等があった場合、当施設は責任を負いかねますのでご了承

ください。） 

危険物の持込はご遠慮願います。 

宗教活動・政治活動 
施設内での他の利用者に対する執拗な宗教活動及び政治活動はご遠慮く

ださい。 

動物飼育 施設内へのペットの持ち込み及び飼育はお断りします。 
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（３）禁止事項について 

当施設では、安心して生活していただくために、利用者または利用者等による以下の行為

を禁止しております。 

なお、当該禁止事項について再三の注意にも関わらず繰り返し行為等が行われた場合は、 

利用期間中でもサービスを中止し、退所して頂く場合もありますのでご了承ください。 

 

〇 施設内において、自傷行為、営利行為、宗教の勧誘、特定の政治活動、その他迷惑行為

を禁止します。 

〇 許可なく施設内において、撮影（写真、動画）・録音等を行うことを禁止します。 

また撮影の許可があった物であっても、インターネットや SNSへの掲載は禁止します。 

〇 一切のハラスメント行為を禁止します。 

 ① 職員に対する身体的暴力（身体的な力を使って危害を及ぼす行為・暴力等） 

② 職員に対する精神的暴力（個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、おとし

めたりする行為、威圧的言動・暴言・いやがらせ・誹謗中傷・迷惑行為等） 

③ 職員に対するセクシュアルハラスメント（意に添わない性的誘いかけ・好意的態度の要

求等・性的ないやがらせ行為等） 

④ 施設及び職員に対するカスタマーハラスメント（脅迫・反社会的行為・解決しがたい要

求を繰り返し行い、通常の業務を妨げる等） 

 

９.事故発生の防止及び発生時の対応 

事故発生の防止のための委員会の開催及び職員に対する安全対策研修を定期的に実施してい

ます。 

当施設は、万全の体制で施設サービスの提供にあたりますが、万一事故が発生した場合には、

直ちに状況及び様態を確認し、速やかに事故発生時の対応マニュアルに沿って医療機関、ご

利用者のご家族、消防署、警察、関係市町村等に連絡するとともに、事故に遭われた方の救

済、事故の拡大の防止等の必要な措置を講じます。 

状況に応じて利用者、利用者等に連絡し説明を行います。その場合は状況や経過説明を的確

に行います。 

 

１０.虐待防止・不適切ケア防止の対応 

虐待または虐待が疑われる不適切ケアの防止のための対策を検討する委員会開催及び虐待防

止のための研修を定期的に実施しています（身体拘束等不適切ケア防止のための対応も同様）。

また、万一虐待又は虐待が疑われる事案が発生した場合には、施設長を責任者として速やか

に市町村等関係者に報告を行い、事実確認を行います。 
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１１.感染症等対策について 

感染症又は食中毒の予防及びまん延の防止のための対策委員会の開催及び感染症及び食中毒

の予防並びにまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施しています。また、平常時

からの備え（備蓄品の確保など）、初動対応、感染拡大防止体制の確立に関する業務継続計画

を策定し定期的に研修及び訓練を実施しています。 

 

１２.非常災害対策について 

非常災害対策に備えるため、防災及び避難に関する計画を作成し、年２回（夜間想定含む）

以上の避難、その他必要な研修及び訓練等を実施しています。また、平常時の対応（必要品

の備蓄など）、緊急時の対応、他施設及び地域との連携に関する業務継続計画を策定し定期的

に研修及び訓練を実施しています。 

 

災害時の対応 別途定める「社会福祉法人みんなでいきる消防計画」に則り対応を行い

ます。 

平常時の訓練 別途定める「社会福祉法人みんなでいきる消防計画」に則り年２回夜間

及び昼間を想定した避難訓練及び消火訓練を入所者の方も参加して実

施します。 

防災設備 スプリンクラー…１階 100ヶ所、２階 118ヶ所 

非常階段…西側１ヶ所、北側１ヶ所 

自動火災報知器…有り 

誘導灯…１階３ヶ所、２階２ヶ所 

防火扉…２階１ヶ所 

屋内消火栓…１階２ヶ所、２階１ヶ所 

非常放送設備‥有り 

非常用電源…有り 

カーテン等は、防炎性能のあるものを使用しております。 

消防計画等 上越地域消防事務組合消防本部への届出日：令和 5年 12月 1日 

防火管理者：太田 靖 

 

１３．第三者評価の実施状況 

 

第三者による 

評価の実施状況 

あり 

実施日  

評価機関名称  

結果の開示 あり    なし 

なし   

 

１４.個人情報の取り扱いについて 

〇 社会福祉法人みんなでいきる 「プライバシーポリシー」「ソーシャルメディアポリシー」の

運用指針を厳守いたします。 
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令和   年   月   日 

 

 

 

 

（介護予防）短期入所生活介護入所にあたり、利用者に対して契約書および本書面に基づいて重

要な事項を説明しました。 

 

（事業者）住  所： 新潟県上越市柿崎区柿崎字あけぼの６４４番地８ 

事業者名： 社会福祉法人 みんなでいきる「ショートステイ サンクス柿崎」 

代表者名： 管理者（施設長） 太田 靖   印 

説 明 者：                  印 

 

 

 

私は契約書および、本書面により、事業者から（介護予防）短期入所生活介護についてのサービ

ス事項の説明、及び、施設利用料金の説明を受けました。 

 

（利用者） 

住  所：                           

氏  名：                        印  

 

（身元引受人） 

住  所：                                             

氏  名：                          印  
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情報開示の確認について 

 

本契約書、第１１条（守秘義務及び個人情報の保護）の条文を遵守する事が基本でありますが、

当事業所でご利用者様が日常生活で行っているレクリエーションや行事活動への参加の 

様子を施設内掲示物や広報誌等に掲載させて頂ければと考えております。 

今後、ご利用者様の写真や氏名を広報誌等に掲載させて頂く事に関しまして 

ご利用者様並びにご家族様の意向や事情を配慮し、適切な対応を行いたいと考えております。 つ

きましては、ご利用者様の情報を開示する事への同意の有無を確認させて頂きたいと 

思いますので宜しくお願い致します。 

 

記 

 

     １．同意する          ２．同意しない 

※ 上記、１又は２のどちらかに○印をお付け下さい。 

 

 

 

利 用 者 

（又は身元引受人）氏名                                   印  

 

 

 

 

 


